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事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 教育委員会

来栖丈治

予算事業名 青少年育成事業

生涯学習課

事務区分

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に
細事業がある場合
は、事業費ととも

に記載

次世代を担う青少年の豊かな感性、社会性、創造性を培い、青少年の健全育成を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

１　青少年相談員に関する事業
　内容　　青少年相談員40人委嘱、任期2年、相談員連絡協議会の事務、相談員の市内
　　　　　巡回指導活動、研修など
　方法　　月2回の巡回指導活動、そのほか市内外お祭りへの巡回指導と協力
　経費　　相談員報酬                      　1200千円（1人年報酬3万円）
　　　　　旅費　　 　　                      320千円
２　青少年育成かすみがうら市民会議に関する事業
　内容　　規約に従い市民会議の事務全般、会費徴収、主催事業の実施、補助金交付、近隣
　　　　　や県組織との連携、交流など
　方法　　区長会の協力を得て市内各世帯から会費の徴収をする。
　　　　　市の青少年健全育成を目的とした活動に対し事業補助をする。
　経費　　青少年育成茨城県民会議への負担金　　45千円
　　　　　土浦地区青少年育成市町村会議連絡会　 4千円
３　かすみがうら市子ども会育成連合会、その他の青少年育成団体に関する事業
　内容　　子ども会育成連合会等への補助金交付、規約に従い子ども会育成連合会の事務全
　　　　　般、県組織との連携、交流など
　方法　　青少年の健全育成と市内子ども会の活性化のため、子ども会育成連合会の事
　　　　　務支援を行う。その他の自主的な青少年育成団体に対する事業補助を行う。
　経費　　茨城県子ども会育成連絡協議会負担金　　　　　　　　23千円
　　　　　かすみがうら市子ども会育成連合会活動促進補助金　 799千円
　　　　　ボーイスカウトかすみがうら市第１団活動促進補助金　27千円
　　　　　ガールスカウト茨城県第３団活動促進補助金　　　　  27千円
　　　　　職員旅費、消耗品　　　　　　　　　    　　   　　　6千円
４ 家庭の教育力充実事業に関すること
　内容　　家庭の教育力充実事業企画委員会（委員長菅澤庄治）を組織し、家庭教育
　　　　　学級と子育てひろばを実施する。
　方法　　家庭の教育力充実事業企画委員会に業務委託し、市内17校に家庭教育学級
　　　　　の開催助成（一校5万円）また、未就学児を対象に子育てひろばを年6回実
　　　　　施する。
　経費　　委託料　　　　　1400千円
５　成人式に関すること
　内容　　成人式の開催
　内容　　対象者の中から実行委員会を組織し、自主運営形式による開催を促進する。
　経費　　記念品等　　　　478千円
　　　　　郵送料　　　　　 96千円
　　　　　消耗品、食糧費 　44千円

■業務委託 又は □指定管理　（委託先：かすみがうら市家庭の教育力充実事業企画委員会会長菅澤庄治
）

■補助金〔直接・間接〕（補助先：かすみがうら市子ども会育成連合会 ・ガールスカウト茨城県第3
団・ボーイスカウトかすみがうら市第1団　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

次代を担う青少年を育成することは、市の将来を築くことにつながる極めて重要なことである。また、子育てに
対する意識や地域の教育力を高めるため様々な事業が求められている。

目　的
（何をどうするた

めに）

■直接実施

3歳から20歳まで含む青少年人口　／　総人口
（Ｈ23.4.1現在） 7294 人 16.6

市が青少年育成関係者や団体と協力し、青少年の健全育成に取り組み、最終的には、市民全員で次代を担う
青少年を健全育成していく環境を創り続けていくこと。

平成17年度

かすみがうら市青少年相談員設置規則・かすみがうら市青少年
相談員連絡協議会会則・かすみがうら市茨城県青少年のための
環境整備条例施行規則

上位施策事業名

根拠法令

かすみがうら市総合計画 第３章 第３節 青少年の健全育成

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事
業
概
要

関連事業
（同一目的事業等）

 

事業の必要性
・実施の背景

目　標
（何がどうなれば

達成か）

％

事業番号 1-6 平成23年度 



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 青少年育成事業 平成17年度

事業番号 1-6 平成23年度 

17,861

376

1,226690

2551.6

４子育てひろば年間参加者数

7

24

97

24

Ｈ20年度

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

少ない職員数と財源の中、団体の事務局をもちながら経費を捻出し効率的に事業が行われている。
（土浦市青少年課職員５人、青少年指導員１人・石岡市生涯学習課青少年係職員３人、青少年指導員１人）

生涯学習課では、参加者からのアンケートや反省会、説明会などでの話し合いから事業の充実に努めてきた。
しかし、合併後継続実施している事業が多く固定化の傾向にある。今後は、高校生の保護者や高校生に対する
具体的な働きかけや事業がないので、近隣市の調査を行い企画立案し高校生会の再結成などに結び付ける。

５成人式の参加者数 人

36.8

３子ども会事業への参加者数 人

371

7 1

２青少年育成市民会議事業への参加者数

人

千円

千円

千円

千円

千円

23

22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

１青少年相談員巡回指導

23年度（予算）

17,861 千円

17,861 千円

千円

千円

972

【成果指標名】

360

Ｈ22年度

480 472

人

１巡回指導中の指導件数 件 2

159 千円

千円441

1,170

576

Ｈ21年度 Ｈ20年度

46.537.4

千円

Ｈ21年度

13,748

千円

事
業
費

千円1,200 千円

千円

千円4,113

その他

事業費合計 4,469

48需用費

440

2421 千円

13,748

2,306

千円

特記事項
(事業の沿革等)

コ
ス
ト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

旅費

次世代を担う青少年を健全育成することは、市の喫緊の課題となっている。本事業は、対象年齢に合わせて
様々な事業を展開しているため、青少年育成団体の協力は欠かせない。最終的には、地域の担い手となる青少
年の健全育成を、市民の共通理解とする環境の整備を目指している。

千円

千円

2650

人
件
費

担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金の内容

千円

千円 千円

22,609

報酬

報償費

国県支出金

地方債

16,540

人

人

478

千円

16,540

総事業費

臨時職員等

12,071

財源

内訳

財源合計

千円

事
業
実
績

【活動指標名】

５成人式対象者数

千円

一般財源

16,540

千円

回

17,951

千円

いくつかの事業に細分化され成果指標化が難しかったため、数値目標化しやすいものとした。

事
業
成
果

単位

322 千円

／総事業費

12,0711.5

1.5

千円

千円

千円

13,524

4,427

千円

千円

2,570

1.7 人

千円

37千円

174 千円

73 千円

千円

1,170

千円

人

千円

17,951 千円

千円

1.7

93 千円

1,200 千円

456 千円

216 千円

2,564 千円

4,529 千円

千円2.3 人 18,080

千円

人

人 18,080

千円

千円

千円

千円

1.7 人

その他特財の内容

千円

千円

1.7 人

成果実績
（事業目標達成状況）

成果指標設定
理由等

千円22,609

人 13,524 2.3

22,60917,951

千円 2564.4 2512.1

その他特財

千円

人

千円

効率指標
（事業費/活動指標）

総事業費 ／
１青少年相談員巡回指

導

総事業費 ／ ４ネットワーカー会議

2398
活動実績

５成人式対象者数 人 485 480

回

４子育てひろばネットワーカー会議

単位 Ｈ22年度

2.8

486

２青少年育成市民会議の会員口数 口 7965 7938 8135

３子ども会の会員数 人 2422

7.5

776.6 748 942

総事業費 ／
２青少年育成市民会議

の会員口数 千円 2.2 2.3

人 808 832 630

8.5総事業費 ／ ３子ども会の会員数 千円 7.4
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